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1.　はじめに　

　近年の公共事業費縮減や顧客の経費節減により、バル

ブについても配管の浅層埋設や低価格志向に対応するた

め、軽量化、コンパクト化、低価格化が急務となってい

る。それらを達成する一つの手段としてバルブの多機能

化があるが、今回は図１のように消火栓と空気弁の設置

が必要とされる場所に、従来、おのおの１台ずつ設置す

る必要があったところを、本弁１台で、必要とされる

両方の機能を提供し顧客の経費節減に寄与するものであ

る。

2.　空気弁内蔵形地下式消火栓の構造

　本弁の開発にあたっては、すべてを新設計とせず、で

きるだけ既存製品（主として消火栓）の部品を使用するも

のとした。新しい機能を付加するための部品のみ新設計

することで製品コストの低減、開発期間の短縮などの有

利な点があり、“バルブの多機能化”と“軽量、コンパク

ト、低価格”達成という開発目標においては最適な手段

と考えたことによる。図２に既存製品の浅層埋設形地下

式消火栓と空気弁内蔵形地下式消火栓の構造を示す。図

のように既存消火栓の弁体に設けた小さな空間に空気弁

を組み込んだもので、本製品の開発は小さな空間に空気

弁の機能をいかにして組み込むかが成功の鍵であった。

　図３は消火栓内蔵用空気弁の構造と作動を示す模式図

である。非常に小さな空気弁であるため、構造は少しで

も多量の排気が出来るように、急速空気弁と同じく小空

気孔と大空気孔を備える。急速排気時は、主弁体、副弁

体とも自重により空気弁室内下部にあり、小空気孔、大

空気孔とも全開になっていて多量排気を行う。配管内が

充水状態から流体内に混入した空気が空気弁室に溜まる

と、主弁体が自重により降下して小空気孔が開き、圧力

下での排気を行う。空気弁室内の空気が排出されると、

空気弁室内の水位上昇とともに弁体が浮力により上昇し

て空気孔を塞ぎ、流体の外部流出を防止する。

3.　性能試験

　試験の目的は、空気弁として充分な機能を有するか、

空気弁を組み込むことで大きくなった消火栓の弁体が消

火栓としての機能に影響を与えないかを確認することで

ある。また、製品化を考慮し総合的な性能も確認するも

のとし、JWWAおよび JIS規格の消火栓と空気弁に関す

る試験を行うこととした。

3.1　試験項目

１）耐圧試験（JWWA B 103水道用地下式消火栓）

　消火栓の耐水圧性能試験でバルブを開いた状態で

1.75MPaの水圧を加え、各部に漏れや変形などの異常が

発生しないことを確認する。

２）弁座漏れ試験（JWWA B 103水道用地下式消火栓）

　消火栓を規定トルクで全閉とし、上流側より1.30MPa

の水圧を加え弁座より漏れがないことを確認する。本試

験の規格は水道用消火栓の規格であるが本弁の構造上、

空気弁の弁座漏れ試験も一緒に確認することになる。

３）強度試験（JWWA B 103水道用地下式消火栓）

　消火栓の操作力に対する強度を間接的に試験するもの

で、消火栓を全閉とし、上流側に水圧0.75MPaを加えた

状態で、操作軸に規定強度試験トルク159N・mでさらに

閉側へ締めつける。その後水圧を下げ、試験前と後の全

開から全閉の操作軸回転数を比較し、規定値回転数の変

化+0.5回転以内であるかを確認する。

４）開閉回転数測定試験（ JWWA B 103水道用地下式消

火栓）

　消火栓の精度を間接的に試験するもので、操作軸回

転数を全開から開方向に、最大機能試験トルク規定値

53N・mを加えた位置より、全閉から閉方向に同トルク

をかけた位置までの操作軸回転数を測定し、規定値の

４～５回転であることを確認する。
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図２　空気弁内蔵形地下式消火栓と浅層埋設形地下式消火栓の構造

Fig. 2   Structure of Air Valve Built-in type Underground Fire Hydrant and Underground Fire Hydrant
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図１　空気弁内蔵形地下式消火栓の設置例

Fig. 1   Example of installation of Air Valve Built-in type Underground Fire Hydrant
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Fig. 6   Installation for measurement of water discharge
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図４　圧力下排気試験装置

Fig. 4   Installation for ventilation test under pressure
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図５　排気量測定試験装置

Fig. 5   Installation for measurement of air discharge

図３　地下式消火栓内蔵用空気弁の構造と作動

Fig. 3   Structure and movement of Air Valve Built-in for Underground Fire Hydrant

小空気孔 大空気孔 弁体（消火栓）

主弁体 副弁体

急速排気時 圧力下排気時 満水時

５）圧力下排気試験（JIS B 2063水道用空気弁）

　空気弁として最も重要な機能を試験するもので、上流

側に0.75MPaの水圧を加えた状態で圧縮空気を注入し、

その空気が確実にバルブより排出されるか確認する。

６）排気量測定試験（JIS B 2063水道用空気弁）

　空気弁の多量排気性能を確認するもので、バルブ上流

に設定した空気圧を加え、その時のバルブの排気量を測

定する。

７）消火栓の放水量測定（既存消火栓との放水量比較試

験）

　消火栓の弁体に空気弁を組み込んだことで大きくなっ

た消火栓の弁体が、放水流量に影響するかを既存消火栓

と同じ方法で放水流量を測定し比較するもの。

3.2　試験装置

　試験装置については、本性能試験の主目的である空

気弁の機能確認と消火栓の放水性能確認を抜粋し紹介す

る。

１）圧力下排気試験（図４）

　JIS B 2063の圧力下排気試験要領により実施したもの

で、試験用配管に試験弁を設置して充水し、完全にエア

抜きを行った後ポンプにより配管内圧力を0.75MPaまで

上げ圧縮空気を注入。試験弁が排気することを確認する。

２）排気量測定試験

　JIS B 2063の排気量測定試験要領により実施したもの

で、図５のように試験用配管に送風機（ブロワ）、風量調

整用の吐出弁と逃がし弁、排気量測定用のオリフィスと

液柱計、および、弁差圧測定用の液柱計を設置し、各設

定弁差圧での排気量を測定する。

３）放水量測定試験（図６）

　消防ノズルを取り付けた５ｍの消防ホースを試験弁に

接続し、各ポンプ圧力設定値での放水量を測定して既存

消火栓と比較する。
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表１　試験結果

Table 1   Result of test

図７　排気量測定試験結果

Fig. 7   Result of measurement of air discharge
図８　放水量測定試験結果

Fig. 8   Result of measurement of water discharge
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 　　 試験項目 　　　　　　　　合格条件 　　　　　試験結果

 耐圧試験 耐圧試験圧力1.75MPaを加え異常がないこと 異常なし

 弁座漏れ試験 漏れ試験圧力1.30MPaを加え消火栓および 消火栓、空気弁共の弁座よりの

  空気弁の弁座より漏れがないこと 漏れなし

 強度試験 試験後の全開から全閉までの回転数変化が 試験後の全開から全閉までの回 

  +0.5回転以内であること 転数変化なし

 開閉回転数測定試験 回転数が規定回転数４～５回転であること 規定回転数範囲内であることを 

   確認

 圧力下排気試験 試験配管内水圧0.75MPaで排気すること 排気を確認

空気弁内蔵形地下式消火栓の開発

3.3　試験結果

　各試験結果を表１に示す。表に示されるように試験に

おいて合格となり、JWWAおよび JIS規格に定める製品

としての品質を有することが確認できた。

　つぎに、排気量測定試験結果と放水量測定試験結果を

図７および図８に示す。

　排気量測定試験結果では JIS B 2063で規定された最小

口径φ25の排気量の約48％となっており、口径換算す

ると口径約φ17相当の排気量となる。ただし、本弁は

消火栓という性格上、常時圧力配管に設置される。よっ

て、急速排気および吸気の機会がほとんどないため実用

上この影響は現れない。

　放水量測定試験により得られた結果を既存消火栓と比

較したが、ほとんど放水流量に差が見られず、空気弁を

組み込みで大きくなった消火栓の弁体は、放水性能に

影響しないことが判明した。これは、弁体が大きくなっ

た部分が元来水の通過経路でなかったことが理由と考え

る。結果として消火栓の放水性能を落とすことなく空気

弁の機能を満足する結果となった。

4.　空気弁の圧力下排気について

　さきの試験結果において良好な結果を示したがあくま

でも最終結果であり、それまでの過程においては空気弁

がなかなか圧力下排気しないという問題があった。

　ここで、空気弁の圧力下排気の条件を以下に示す。図

９において主弁体は、空気弁室内の水位が下がった場

合、自重で降下しようとするが、内圧Ｐにより小空気孔

の面積に応じた力ｆで吸い寄せられる。よって、圧力下

排気の条件は、

  f =（π/4）・d2・P　　　　　　　　　　　　　（１）

 （K＋L）・W＞K・f　　　　　　　　　　　   （２）

　ここでW：主弁体質量、d：小空気孔径
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図９　圧力下排気の条件

Fig. 9   Condition of ventilation under water pressure 
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図10　圧力下排気試験風景

Fig. 10   View of under pressure ventilation test

となり、主弁体の質量と重心位置、小空気孔の径と回転

支点位置により圧力降下の可否が決定する。しかし、実

際は、空気弁室が狭く各条件設定に関し制約があること

と、主弁体と主弁体ガイドとの接触などで主弁体の動き

に抵抗が発生したことで、計算通りに作動せず試作と圧

力下排気試験を繰り返しながらの形状・寸法の決定とな

った。

5.　おわりに

　当初の開発目標である軽量、コンパクト、低価格を達

成するとともに、既存消火栓の性能を低下させることな

く空気弁の機能を付加することができた。
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